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1. 日本高令化社会の進展
「高令化社会」 (agingsociety)とは，一国の総人口の中に占める老年人口 (65オ以上）
の割合がだんだん大きくなっていく社会のことであるI)。これに対して「高令社会」 (aged
society)の用語がある。これは老年人口の割合がある水準まで高まって．その水準を維持
しつづける落付いた人口構造をもつ社会である。日本は高令化社会の過程にある。わが国
もいずれ高令社会になるが，それは21世紀に入ってある程度の期間を経過してのちのこと
である。
わが国の総人口に占める老年人口の割合（老年人口比率）は5彩台で安定していたもの
が1960代から増加の傾向がみられた。戦後，死亡率が着実に低下し，つづいて出生率も低
下して，少産少死の状態となった。老年人口比率は1970年に7%をこえ，国連の定義によ
る "MatureCountry"の仲間入りをした。
1980年10月の国勢調査の結果によれば，老年人口比率は 1975年の7.9%から9彩へと増
大している。この数字は第1表にみられるように西欧諸国のに比べると必ずしも高い水準
とはみえないかもしれない。しかし老年人口比率が5彩から9彩に達するまで，フランス
やスエーデンは70年を要したのに対し，日本はわずか30年を必要とするにすぎない。さら
に今後の日本社会の高令化は急速である。戦後30年の間に平均寿命は30オ以上も伸びる反
1)岡崎陽一「高令化社会の人口論的考察」（厚生省人口問題研究所「人口問題研究」
第156号1980年10月） p.1参照。高令化社会には高令者の寿命のみが伸びて出生率が
落ちない絶対的高令化と高令者の寿命が伸びるとともに出生率が低下する相対的高令
化がある。わが国は今のところ後者に属する。高令者あるいは高令化という言葉はと
くに年令を特定しないが，老令化という言葉から来る暗い消極的な語感を避ける配慮
から近年一般的に使用されるようになった。
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第1表主要国における65歳以上の人口の全人口に占める割合
の推移
I・1gss I 70 I 75 I 
80 I as年
日 本 6.3 7.0 7.9 9.0 10.1 
アメリカ 9.3' 9.6 9.8 10.1 10.2 
西ドイツ 1. 9 13.3 14.2 14.4 12.6 
フランス 12.0 12.8 13.3 13.3 1. 7 
イギリス 12.0 12.8 13.5 13.9 13.5 
ベルギー 12.5 13.3 14.2 14.7 13.4 
デンマーク 11.4 12.1 13.0 13.6 13.7 
オランダ 9.5 10.1 10.6 10.9 10.8 
ノルウェー 11.9 12.8 13.4 13.8 14.0 
スウェーデン 12.6 13.6、 14.7 15.6 15.9 
力 ナ ダ 7.6 7.8 8.0 8.4 
〔資料出所〕 OECD, Demographic_ Trends 1970-1985 in 
OECD Member Countries, Paris 1974 
永山泰彦「高令者の雇用と社会保障」『週刊社会保障」 No. 1131 
(1981.6.26) p. 16より引用
第2表平均寿命の推移
年 次 男 女 男女差
1909-1913 44.25 44.73 1. 5 
1921-1925 42.06 43.20 1.14 
1926-1930 44.82 46.54 1. 72 
1935-1936 46.92 49.63 2.71 
1945 23.9 37.5 14.4 
1955 63.88 68.41 4.83 
1965 67.73 72.95 5.22 
1975 71. 76 76.95 5.19 
1978 72.97 78.33 5.36 
1980 73.32 78.83 5.51 
〔資料出所〕戦前は内閣統計局生命表，戦後は厚生省官房統計
情報部
面，出生率は激減して人口構造は一変した。厚生省が1981年7月に発表した「簡易生命表」
によると；日本人の平均寿命は男性で73.32才，女性で78.83オと前年と比べてわずかなが
ら短かくなったが，アイスランドについで世界第2位である。日本女性の平均寿命はいず
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第 3表将来人口の推計（単位1,000人，％）
年次 1総人 口 1老年人口 1老年人口比率
1980 116,916 10,574 9.0 
1985 120,826 11,909 9.9 
1990 123,962 13,909 11. 2 
1995 126,892 16,503 13.0 
2000 129,551 19,061 14. 7 
2005 131,074 21,084 16.1 
2010 131,148 23,096 17.6 
2015 130,196 25,713 19.8 
2020 128,925 26,153 20.3 
（注）合計特殊出生率=1.90 
〔資料出所〕人口問題研究所
岡崎陽一「出生率低下が巻き起こす異常波紋」『週刊東洋経
済』 (1981.8.29)p. 30より引用。
れ80オをこえるだろう。
第3表の人口問題研究所の将来人口の推計によれば，わが国の老年人口比率は今後20年
後の2000年には14.796, 2020年には20.396と世界に類例をみない高さにすすむ。日本の総
人口は2005年には 1億3,000万人をこえるが，この時をヒ°ークとしてその後漸減の状態に
なる，とされている。低出生率の持続は必然的に人口高令化を促進し，その結果，死亡率
が高まるからである。
もちろんこれは一定の仮定にもとづく予測であって，かならずこの通りになるというわ
けではない。この将来人口推計は合計特殊出生率（それぞれの年次の平均出生率を足し上
げていって，その産み方を続けた場合に， 1人の女子が一生の間に平均何人産むかを計算
したもの）が1.90を維持するもの，という前提でなされている。しかし出生率は予想以上
に低下し（第4表），厚生省発表の1980年「人口動態の概況」によれば (1981年6月14日，
サンケイ新聞）， 1980年には合計特殊出生率は1.74人になった。人口を再生産するに必要な
出生率は2.1人とされている。現実の出生率がこれをはるかに下回っているのに人口が僅
かながら増加しているのは，出生可能な年令層が相対的に多いからである2)。出生数は1975
年に190万人と200万台を割り， 1980年には157万人まで低下している。出生率（人口1.000 
2)わが国の総人口は 1980年12月発表の国勢調査結果速報によれば， 1億 1,750万人，前
回の1975年の調査的と比べて， 512万人， 4,6劣の増加になっている。戦後の増加率と
しては最低である。
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第4表合計特殊出生率の推移
1955年 2.37 
1970 2.14 
1973 2.14 
1974 2.05 
1975 1. 91 
1976 1.85 
1978 1. 79 
1979 1. 77 
1980 1. 74 
〔資料出所〕厚生省統計情報部
人についての年間平均出生数）は1975年の17.1が1980年には13.6に下がっている。
今後，出生率が上がらないかぎり，人口減少は避けられないが，このこと自体はさした
る問題ではない。年ごとに平均寿命が伸びているなかで，生れてくる子供が少なければ，
高令化がますます激化する。問題は高令化の度合いが強すぎることである。
2045年までに老年人口に達する人たちは1981年現在，全員生れており，その時の老年人
口の実数は今後の出生率いかんに左右されない。今後の平均余命いかんが問題であるが，
1975年に886万人であった老年人口が1980年に1千万をこえ， 2000年に1.900万台に， 2015
年に2,500万台へというような（第3表参照）高令化の趨勢はほとんど動かしようがな
い。
65オから74オまでを前期老人層， 75オ以上を後期老人層と呼んでいるが，今後，最初は
前期老人層がふえていくが，ある段階から後期老人層がだんだん増えていく。その負担が
働らき手の肩にかかってくる。
従属人口という言葉がある。年少人口 (0~14オ）と老年人口 (65オ以上）の和であ
り，従属人口指数は生産年令人口に対する比として表わされる（第5表の注をみられた
い）。しかし，働かない老人と子供は同じ従属者であっても，経済的には異なる意味をも
っている。子供は将来生産者としてあらわれる可能性をもつものである。老人はいったん
労働市場からリタイアすると，ふたたび生産的貢献を行なうことは，ほとんどない。
日本の人口に関する正確な情報は， 1920年の国勢調査によってはじめてえられた。この
年の従属人口指数は 71.6と極めて高い（第5表）。いうまでもなくこのころの子供の数が
多かったからである。従属人口の増減は，働らく人たちの負担が重くなるか軽くなるか，
の指標である。従属人口指数は1950年以降低下している。これは年少人口の減り方が大き
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第5表 年令構成に関する主要指標の推移と予測
年令構造係数（％） 平均年令 従属人口指数（彩） 老年化 総人口
年次
0~14オJ1s~64オ165オ以上 （オ） 総数 1年少人口1老年人口指数（％） （千人）
1920 36.7 58.3 5.1 26.8 71. 6 62.6 9.0 14.4 55,391 
1925 36.7 58.7 4.7 26.5 71. 6 63.0 8.7 13.8 59,179 
1930 36.6 58.6 4.8 26.4 70.5 62.4 8.1 13.0 64,450 
1940 36.1 59.2 4.4 26.6 69.0 61. 0 8.0 13.1 73,114 
1947 35.3 59.9 4.8 26.7 66.9 58.9 8.0 13.6 78,101 
1955 33.4 61. 3 5.3 27.7 63.1 54.4 8.7 15.9 90,077 
1970 23.9 69.0 7.1 31. 6 44.9 34.7 10.2 29.5 104,665 
1975 24.3 67.8 7.9 32.5 47.5 35.8 1. 7 32.6 111,940 
〔資料出所〕『高令化社会への対応』（日本放送出版協会， 1981年） p. 17に掲載のものよ
り作製，数字は国勢調査。
（注）従属人口指数（総数）＝
年少人口十老年人口
生産年令人口 ＝年少人口指数十老年人口指数
老年化指数＝老年人口年少人口
く，それまで5彩程度で安定していた老年人口にふえる傾向があらわれたものの，差引き
従属人口が減少したからである。年少人口指数の低下が老年人口指数の増大を相殺できな
くなり，従属人口指数は1970年を屈折点として上昇し，その上昇は21世紀に入ってもつづ
く。同じ従属人口指数でも1920年代のそれとは全く異なり老年人口の増大を主な内容とす
るものである。その速度と規模において欧米先進諸国にも例をみない日本高令化社会の進
展は社会保障，労働，家族，国民の活力にさまざまの影響を与えるが，この圧力をもろに
受けるのは，現在30才以下の人々である。とくに戦後のベビープーム層が老年人口の仲間
入りをする2010年代以降，問題は深刻になるだろう。
今日．の国鉄は日本高令化社会のミニ版である。 1981年8月28日付の各新聞に掲載された
igso年度の国鉄監査報告では，前年度の赤字が1兆円を超え，繰越欠損金の累計は，6兆5
千億円となっている。赤字幅拡大の一因は，貨物輸送量の大巾減少であるが，戦中及び戦
後に大量に抱え込んだ職員の退職金，年金の負担も大きい。一定の基準を上回る退職金と
年金の負担は， 3,268億円に達しており，純損失のおよそ3分の1を占める。そしてこの
負担は今後ふえることはあっても，減ることはない。 1979年現在の国鉄従業員のうち45オ
以上が45%を占め，国鉄共済加入者43.2万人，年金受給者 27.8万人であるが3>,1980年か
3)内橋克人「赤字線廃止は国鉄を救わない」『文芸春秋J1981年9月号その他を参照。
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ら85年にかけて13万人と目される大量定年退職者が出る予定で，退職金，年金の負担は膨
らみ続ける。国鉄はこの赤字のツケを国民に一ー1981年度についていえば， 7,345億円の
助成金と運賃値上げーーまわしているが，高令化社会のツケに21世紀の若い世代は耐えら
れるだろうか。
2. 労働力の展望
高令化社会の進展は，労働力の高令化につながる。人口の高令化がすすむとき，その過
程で人口の中高年化ーー15~64オの生産年令人口中の45~65オの層の割合がふえる一一の
時期をとおる。われわれにとっては，当面20年くらいの間は，人口高令化よりも労働力の
中高年化のほうが大きな問題である。
労働力人口はその人口のうちの労働の意志と能力をもつ者の割合（労働力率）によって
決まってくる。
労働力になりうる年令は，義務教育が終了する15オを下限とし，上限については特に約
束はない。労働力人口の大きさは，その母体となる15オ以上人口の大きさおよびその人口
が実際に労働力化する水準の大きさによって決定される。生産年令人口は15~64オが用い
られるが，生産年令人ロイコール労働力人口ではない。学生，病弱者，主婦等の働らく意
思と能力をもたないものは非労働力である。労働力として登場する割合である労働力率に
は，進学率，勤労意欲のいかんによる不確定な要素がある。
例えば1960年以降の高度経済成長下，若年労働力に対する需要は急速に高まったが，
15~19オの労働力率は年々低下した。進学率が高まったからであるが，経済成長が若者の
非労働力化をうながすという効果もあったのである°。
労働大臣の私的諮問機関である雇用政策調査研究会は，さきごろ2000(昭和75)年まで
の「労働力需給の長期展望」をとりまとめた。これは，進学率も労働力率も今後そう大き
く変らない，合計特殊出生率はさらに低下して2025年には1.65になる，という前提に立っ
ている5)。2000年時の15~19オの労働力は1981年の現在まだ生れていないわけだが実数は
4)中野英子・池ノ上正子「労働力人口の動向」『人口問題研究」 153号， 1880年1月， 25
ペー ジ。
5)西川俊作「二0年後の雇用と失業を展望する」『エコノミスト」 1981年 7月28日号45
ペー ジ参照。
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僅かであ;:?~出生率のいかんは大勢にほとんど影響ない。
この報告書の労働力供給によれば，労働力人口は1980年5,650万， 1990年6,140万， 2000
年に6,410万に達する。増加率は 1960~70年1.3彩， 1970~80年0.9%であったものが，
1980~90年0.8彩， 1990~2000年0.4彩となる。
1990年代の増加率が低下するのは，若年層の人口が減少することによって， 15オ以上の
伸びが鈍化するとともに，労働力率の相対的に低い高年令層の人口が増加すると見込まれ
ることによる。
年令別には今後55オ以上層での増加率が極めて高い。 1990年までの間では55~64オ層の
増加率は年率4%近くに達し，この間の労働力人口の増加数約490万人のうち 6割がこの
層での増加によるものである。
労働力人口に占める55オ以上労働力の割合は1970年の14.7彩から1980年に16.1彩に上昇
した。今梃 1990年に20.3彩， 2000(昭和75)年に23.0彩になる。労働力人口のおよそ
4分の1である。 65オ以上の老年労働力も 1980年279万（労働力率26.3彩）が1990年
（万人）
7,000 
6,000 
5,000 
4,000 
3,000 
第1図労働力人口の推移と見通し
2,475 2,831 2,750 2. 693 I 25~44オ
2,000 
1,000 
1970年 1980年 1990年 2000年
〔資料出所〕労働省「労働力需給の長期展望」より作製
15~24オ
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330万 (23.7彩）， 2000年440万 (23.1彩）と，人数・労働力率ともに多い，と予想されて
いる。
この報告書の数字によって 45オ以上の中高年労働力の推移を図示したのが第1図であ
る。 2000年の労働力人口 6,413万中45オ以上労働力は 2,994万人， 46.68彩を占める。前述
の国鉄の1979年現在の従業員構成に極めて近い。
ともあれ今後労働力需給アンバランスの問題は中高年層に集中的にあらわれる。 1975年
国勢調査によれば， 60~64オの男子労働力率は85.4彩， 65オ以上49.5彩で先進国と比較し
て著しく高水準にあった6)。 もしこの高水準の労働力率が今後もつづけば，高令者の労働
力需給のアンバランスはさらに大きなものになるのである。
3. 定年延長の動き
高令化社会への進展を背景として，中高年労働者の絶対数が増え，企業の労務構成ー一
その程度は産業，企業のいかんによって差異があるが一ーが高くなりつつある。いわゆる
中高年労働者問題に企業は直面しているのであるが，ここでは定年延長問題をとりあげ'
る。
定年退職はメインコースからの引退である。現実には収入の低下にもたらし，多くの労
働者にとって最大の生活環境の変化である。
日本経済新聞社が1980年2月1日現在の全国主要企業1.052社を対象に実施した定年制
実態調査結果によれば（第6表），従業員数による加重平均で定年の平均年令は57~58オ
ということになっている。傾向として従来一般的であった55オ定年から60オ定年になりつ
つあるが， 61オ以上はまだ1彩に満たない状態である。
この調査より範囲を中小企業に拡げている労働省「雇用管理調査」についてみてみよ
う。これは常用労働者30人以上の民営企業のうちから一定の方法により抽出した約7,000
の企業について毎年1月1日現在で行われている。
雇用管理調査によれば，調査企業のうちで80%が定年制を設けており， 1981年1月現在
一律定年制~の大きい企業ほどその割合が高い—を設けている企業は60.0彩であ
る。同調査によれば（第7表）， 55オを定年年令とする企業は 1968年に 63.2彩であったも
のが1976年に50彩を割り， 1981年に38.0彩に下っている。反面，第2位であった60オ定年
6.)氏原正治郎「高令者をめぐる労働政策と社会政策」『季刊労働法」 115号， 1980年，綜
合労働研究所， 91ペー ジ参照。
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第6表男子現行定年制
有効回答 1,033社
定年年令 構 成 比
54歳以下 0.2彩・
55歳 27.9 
56歳 8.0 
57歳 16.8 
58歳 12.1 
59歳 0.9 
60歳 33.5 
61歳以上 0.6 
〔資料出所〕日本経済新聞1980.12.22
第1表一律定年年令の推移
1謬猛制の 1~54オI55 56~ 60 161~ I 65 I 
66 
59 64 
19671 8叫I (74.2) 100.0 0.3 63.2 14.2 20.6 1. 5 
19 (72. 1) 100. 0 0.7 59.9 18.1 21. 7 0.3 1.1 
1974 (65. 7) 100. 0 0.3 52.0 12.3 32.4 0.4 2.6 
1976 (70.7) 100.0 0.3 47.3 15.9 32.3 0.3 2.8 0.5 
1978 (71. 3) 100. 0 0.1 41. 3 19.4 33.7 0.4 4.4 
1981 (60.0) 100.0 0.4 38.0 18.0 39.5 0.9 2.2 
〔資料出所〕労働省「雇用管理調査」
は次第に増加して， 1981年に60オ以上を定年年令とする企業は42.6彩，将来定年年令を改
定することが決まっている企業を加えると53.7彩となる。大規模企業ほど定年延長のテン
ボは早い。
厚生年金支給始期は60オである。 60オ定年が実現してはじめて定年と年金との接合がで
きるわけである。 1981年1月現在の雇用管理調査によれば， 5,000人以上規模の企業でも
55オを定年令とする企業は30.3彩となっており，現実にはまだ55オ定年で退職するものは
多いのである。ただし，勤務延長（定年制はあるが執行を延期しているもの）や再雇用
（いったん退職したのち雇用を継続するもの）を行なう事例は少なくない。 1981年7月に
発表された労働白書によれば，定年制を定めている企業のうち82彩は7)再雇用制度や勤務
7)労働白書19ペー ジ。
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第2図定年年令の変化
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55オ以下 56~59オ : 60オ以上
〔資料出所〕労働省「雇用管理調査」 （注）数字は彩
I 
延長制度を設けており，大企業 (1,000人以上規模企業）の場合は80彩の企業が57~58オ
まで， 50%程度の企業が60オまで事実上雇用を継続している。
同じ労働白書によれば，過去2年間に一律定年制のまま定年延長した企業のうち55オか
ら60オに延長した企業は31彩と最も多く，ついで57オから58オヘが18彩， 55オから56~58
オの間に延長した企業は合計38彩となっている。一気に60オまで引上げず1~3オ程度の
引上げを図った企業が多い。
わが国の大企業においては，定年退職者に対して伝統的に第2の就職を紹介・斡旋する
という慣行があり，退職者もそれを当てにしている傾向があった。しかし定年退職者数が
増加してこれが次第に困難になって来た。「雇用管理調査」 (1880年1月現在）によれば，
定年制を定めている企業のうち，定年退職者に対して何らかの援助を行なっている企業は
88.9彩，その内訳は「再雇用，勤務延長をさせる」が95.9彩とほとんどの企業で実施され
ている。また定年令を改定した企業についてその動機についてみると「定年延長すること
が企業の社会的要請と考える」が41.2彩で最も高く，ついで「労働組合からの要求のため」
27.6%, 「高年令労働者の能力を活用するため」 26.9彩，「従来より勤務延長，再雇用制度
があり，これを定年延長に制度的に切りかえた」 19.5彩となっている。他方，定年令を延
長しなかった企業についてその理由をみると，「人事管理上の問題」とする企業が22.7彩，
「退職金・賃金支払額の増大の問題」 21.0彩，「その他」 78.5彩どなっており，「人事管理
上の問題」のうちでは，「職務内容，作業環境が高年令労働者に適していないため」が46.5
彩と最も高く，ついで「人事が停滞するため」が31.0彩となっている8)。
8)『定年白書一定年制と定年到達者の実態一」（高年令者雇用開発協会， 1980年）
85ページ。
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55オ定年制再検討にかんする動きは，この数年間に急速に高まってきた。経済同友会の
経営方策審議会は1978年に新しい「雇用秩序のあり方」を発表し， 60オまでの定年延長，
45~55オでの選択定年制採用，その裏づけとして賃金カーヴのヒ°ークを45~50オにするこ
と等を提言した。
組合側でとくに定年問題を正面からとりあげたのは，鉄鋼労連，私鉄総連傘下の大手組
合，金属労協，電力労連である。これらの労組の定年延長方針でも，当面60オ定年の実現
を目標とし，年功賃金の見直しを一定の条件のもとではあるがやむをえないものとしてい
る。 1980年度において，私鉄，繊維，銀行，保険，商社など，男子正社員の年令構成が比
較的高く定年退職間近の従業員を比較的多くかかえている産業において， 55オから60オヘ
の定年延長交渉が妥結した。
1979年末，鉄鋼労使の長らくの懸案事項であった定年延長にかんする交渉が妥結した。
新日鉄の場合，現行55オ定年制を1981年4月から60オ定年を段階的に実施する。 1981年度
において①満年令55オに達する社員の新定年令を満57オに，R満年令が54オに達する社員
の新定年年令を満58オに，③満年令が53オに達する社員の新定年年令を59オに，④満年令
が52オに達する社員およびそれ以下の年令の社員の新定年年令を満60オに，それぞれ延長
するといういわゆる 2-1-1-1方式による。新定年制の下においては， 社員としての身
分はもちろんのこと，配置，給与，賞与，退職手当などあらゆる処遇において一貫性と連
続性を保持するものである。 1980年現在，同社の平均年令39才，平均勤続年数19年， 55オ
到達者は，毎年2,000人を超える。その他鉄鋼大手の従業員構成はすでにかなり高く，定
年延長が経営に与える影響が強いと考えられていただけに，わが国一般企業に与ぇる影響
は大きい。鉄鋼各社とも，賃金は50オで横ばい， 55オで退職金を据置き，役職も勇退する
という内容のものである。
定年延長にともない鉄鋼のような賃金・退職金の調整が一般に行われている。
4. 高令者の雇用問題
平均寿命が長くなるにしたがって5.5オのもつ意味は．それまでの定年退職から定年再雇
用あるいは定年再就職へと変化した。
労働省が1980年12月に発表した「高年令者就業等実態調査」(1980年5月実施）によれば叫
9) 「高年令者の退職引退過程とその背景」『労働統計調査月報」 Vol.33, NO. 1, 1981年
1月による。
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全常用労働者に占める 55オ以上の者の割合は， 7.6彩である。これを企業規模別にみると
1. 000人以上では4.4%であり， 30~99人では12.2彩と大企業ほど低い。 55オ以上の常用労
働者のうちに占める過去1年間の勤務延長者，再雇用者，中途採用者，出向者を合わせた
割合は23.9彩である。この調査では勤務延長，再雇用者と定年延長との関連は必らずしも
明らかではないが，約6割の人が同一の企業もしくは職場に勤務していると考えられる。
再雇用の割合は大企業ほど多い。
個人調査では年令別の就業率をみると， 55~59オで88.9彩， 60~64オで74.5%,65~69 
オで61.3%となっている。現在55~59オの層で就業している人々の引退希望年令は65オと
するものが45.3彩と最も多かった。このことは職業生活のメドを一応65オとしている人々
が多いことを示している。さらに，この調査では，高年令者の就業，不就業がどのような
要因によって影響されているのか，について調査しているが，「自分と家族の生活を維持
するため」と答えた人が55~59オ層で86.9%, 60~64オ層で75.2彩， 65~69オ層でも63.8
彩であった。また不就業者の就業を希望しない理由は，「健康上の理由」が66.7彩を占め
「年金，退職金で生活できるようになったから」等の経済上の理由によるものは15.9彩と
少ない。•
この調査は経済的に働らく必要がある高令者がきわめて多いことを示しているが，一
方，労働科学研究所が東京都泄田谷区の55オ以上の男子251名女子126名について行なった
調査結果では10), 高令になっても働きたい理由に「生活のため」をあげているものは比較
的少なく，「働らくのが健康上いいから」が第ーで，「生き甲斐のため」がこれについでい
る。
この種の質問に対する回答は主鍛的になりがちで，両調査のいずれが正しいといえるも
のではなく，いずれもが実態を示している。定年退職は趣味や社会活動に打ちこめる少数
の人を除いて，職業生活からの解放を意味せず，つぎの職業へ移行する契機である。定年
退職後，悠々自適を愉しめる人は凡人ではない。三食昼寝に慣れた妻にとって，夫が終H
家にゴロゴロしていることは「粗大ゴミ」以外の何物でもない。夫に死ぬまで働いてほし
いのである。かくて男は不利な条件に甘んじて何らかの仕事について働きつづける。『え
るだあ最前線」なる本に高令者雇用の事例が多く掲載されているが，その中からソニーが
1976年に設立した「マックス精機」の事例を紹介する11)0 
10)斎藤一，遠藤幸男著「高令者の労働能力」（労働科学研究所出版部， 1980年） p. 24 
11)『えるだぁ最前線ー一莉令化社会と企業経営の活性化――-』（高令者雇用開発協会編発
行， 1981年）
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同社は従業員数約 100名，中高年の全従業員に占める比率は 6096,平均年令55オとい
う高年者専用工場で家庭用ビデオテープレコーダー用のステンレス製軸を生産している。
設立時の「求む従業員， 50オ~59オの男子」という募集広告の応募者400人の“狭き門”
を突破して採用された高令者の前職は， 3分の1が京浜工業地帯の工場退職者だったが，
3分の2は未経験者，貿易商や海運会社社長，黒字のうちに廃業して応募した紡績工場の
経営者，サラリーマン，タクシー運転手など多岐にわたる。
高令者はいずれも無欠勤，無遅刻，仕事ぶりも真面目だという。給与は，初任給が10万
円，これに技能給 (6ランク， 2千円~1万円），諸手当，深夜割増しを加えると， 17万
円をちょっときる，とある。
特段の技能のない定年退瞭者に高い地位が与えられるわけもなく，多くの場合，再就職
の給料はそれまでの半分以下である。永年，会社に勤めあげた人ほど，定年退職後の空白
感は大きいだろう，
人事院の外廓団体である日本人事行政研究所が発表した「将来のあるべき人事管理を考
えるための基礎調査」12)が企業の高年化対策を明らかにしている。東京上場の344社が回答
を行なっているが， 60才以上の雇用について，回答企業の73.:ilるが65オまでの雇用保障の必
要を認めている。しかし実現時期の目標としては「5年以内」は4%とわずかであり，「5
年~10年以内」 (42%)と「10年~20年以内」 (47・％）とに分かれている。そして， 65オま
での雇用形態については恒常的パートタイマーが57%と多く，ついで自社でのフルタイマ
- (身分の切り替）が47%であり，定年延長は 13%と少ない（重復回答）。つぎに， 60オ
以降において企業として保障したい収入水準では92%が厚生年金の支給があることを前提
にしている。すなわち，厚生年金を含めた具体的な収入水準では「20万円」が51%であり
以下「15万円」 14%,「18万円」 1.:ilるとつづき，「25万円」は8%と少ない。また厚生年金
との関係で企業として具体的に保障したい月収水準をみると，①厚生年金が8割支給とな
る金額 (8万9千円未満）=3396, ③同じく 5割支給となる金額 (12万2千円未満）=35% 
③同じく 2割支給となる金額 (14万6千円未満）=12%, ④全額停止となる金額 (14万6
12)これは同研究所が1917年以降行なっている継続調査である。調査の柱は①高年者雇用
の現状と将来，②職員の専門性の形成と選抜機会，⑧退職準備プログラムの三つから
なっている。『週刊社会保障』 (No.1133,1981,7.13)および「朝日新聞』 (1981,6, 
25)参照。
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千円）= 20彩となっている。
筆者はこの問題を調べるまで厚生年金が他に収入があるとき減額されることを知らなか
った。国鉄，地方公務員を含む官公労働者の年金支給始期は55オ (1979年国会で20年かけ
て60オ支給始期にすることに改正されはしたが）であり，他に収入があっても年金が減額
されることはない。官民格差は甚だしい。厚生年金は別途収入が多いほど支給率がカット
されるから，賃金と合わせて20万円を保障しようとする場合，賃金が低いほど労働者の手
取りは多いという奇妙なことになる。例えば，調査時点のモデル年金（期間30年夫婦2人）
13万6千円を受取っている人の場合， 14万5千円の賃金をもらうと年金は8割カットで両
方合わせた手取りは17万2千円，賃金が8万8千円だと 2割しかカットされないから計19
万6千円受取ることになる。前掲調査の企業の回答には，矛盾する厚生年金の支給をあて
こんで60オ以上の高令者を低賃金で使おうとする傾向が明らかにみられる。
日本高令化社会の進展は“高令労働者”の産業予備軍を累積しつつある。 60オ以上であ
って安定した収入のある職業についている人は恵まれている，といわなければならない。
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